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The economic effect of higher education
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This paper examines theoretically the economic effect of higher

education from the view of human capital formation. To put it concretely,

we analyze the effect of population decrease and the government grant on

the college-going rate, average ability of students and labor productivity.

The distinguishing feature of the paper is that the college-going rate is

operated as the endogenous variable through integrating the signaling

factors into the human capital theory.

The main results are that the population decrease and the increase

of government grant, etc, have positive effects on the college-going rate,

and in turn, the rise of the college-going rate boosts labor productivity

without a drop in the average ability of students.
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はじめに
天然資源の乏しいわが国において、人材育成こそが経済活性化の要であると

言われる一方、わが国の労働生産性が OECD諸国の中で低水準にあることが

しばしば指摘される。これについては、高等教育機関への公的支出や高等教育

修了者の対人口比率等と労働生産性との高い相関関係が指摘されており、高等

教育と労働生産性との関係が注目を浴びつつある1)。

1) 例えば、内閣府（2007）においては高等教育修了者比率と労働生産性の間の正の相関が指摘さ
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他方、教育の経済効果に関して、わが国においても多くの研究が積み重ねら

れてきたが、その成果については必ずしも確定的な結論が得られているわけで

はない。特に、高等教育の経済効果については、人的資本理論とシグナリング

理論では見解が全く異なっている。例えば、高卒に比して大卒の賃金が高い理

由として、人的資本理論では大学教育の効果であると考えるが、シグナリング

理論では優秀な学生が大学に選抜されたためであり大学教育の効果を必ずしも

認めるものではない。言い換えれば、人的資本理論では高等教育の効果を重視

するが、シグナリング理論では高等教育は個人の能力の選抜のための社会的装

置と見なされる。

本稿では、経済モデルを用いて高等教育の経済効果を理論的に考察する。そ

の際、人的資本理論を基礎としながら、個人の能力格差を重視するシグナリン

グ理論の考えを取り入れ、高等教育進学率が内生的に決定されるモデルを構築

する。これにより、わが国の課題である少子化、奨学金を含めた高等教育への

個人補助、さらに、大学院進学の促進などが、高等教育進学率、人的資本蓄積、

および労働生産性等へどのような影響を与えるかについての分析が可能とな

る。特に、2040年には、18歳人口が現在の 3分の 2まで減少するとの推計も

あり、人口減少と大学収容定員、進学率の関係はわが国の高等教育政策にとっ

ての重要課題である2)。

まず、第 1節では企業の行動について考察し、第 2節では家計の行動に関

して分析する。また、第 3節では高等教育進学率と高等教育を受ける個人の能

力の関係について吟味する。続く第 4節では実質賃金の決定と高等教育進学

率の決定要因について考察し、さらに、第 5節において、高等教育への個人補

助、少子化、高等教育水準の上昇などが高等教育進学率、人的資本蓄積、労働

生産性へ与える影響について分析する。

れており、また、森川（2011）においても大学院教育が生産性に及ぼす効果について実証的な
分析がなされている。さらに、村田（2016）においては高等教育への政府支出と生産性の関係
が指摘され、理論的な分析が行われている。

2) 18 歳人口の減少によって大学進学率が影響を受け大学教育の需要量が変化し、それに対応して、
わが国の大学の収容定員（大学教育の供給量）の大きさが問題となってくる。
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第 1節 企業の行動
本節では、人的資本形成を考慮したモデルにおいて、企業の行動に焦点を合

わせて分析を行う。

(1) 生産関数
まず、マクロ生産関数を以下のように定義しよう。

Y = A(HL)α 、 0 < α < 1 (1)

ここで、Y は GDP、Aは技術進歩率、Lは雇用量、H は一人当たりの人的資

本量を表している。したがって、一国の GDPは技術進歩率、一人当たりの人

的資本量と雇用量の関数として表される。さらに、一人当たりの人的資本量は

以下のように表される。

H = φH(e) + (1 − φ)H(0) 、 0 ≤ φ ≤ 1 (2)

ここで、H(e)は高等教育水準 eによる一人当たりの人的資本形成を表してお

り、したがって、H(0)は高等教育を受けない後期中等教育水準での人的資本

形成を示している。さらに、総人口のうち高等教育を受ける比率（以下、高等

教育進学率）を φで表すと、(2)式は平均的な一人当たりの人的資本量を示し

ている。また、高等教育による人的資本形成H(e)は高等教育水準 eの増加関

数と考え、次のように仮定しよう3)。

H(e) = hAe + h0 、 hA > 0 、 h0 > 0 (3)

ただし、hA は高等教育を受けた個人の平均的能力、h0 は高等教育を全く受け

ない後期中等教育水準の能力を表している4)。

3) 高等教育の水準は、専門学校・短期大学、4 年制大学、大学院修士課程、大学院博士課程という
ように段階的に構成されているが、簡単化のために、本稿では連続変数と仮定する。また、村田
（2016）のように、H(e) = hAeβ + h0、β > 1、αβ < 1 と仮定しても、定性的に以下の分析
結果と同じ結果が得られる。

4) したがって、H(0) = h0 である。
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(2) 企業の利潤最大化
次に、企業の行動について考察しよう。企業は利潤最大化を図ると仮定する

なら、実質利潤 π は、w を実質賃金とすると次のように定式化できる。

π = Y − wL (4)

これより、企業の利潤最大化の一階の条件は

∂π/∂L = ∂Y/∂L − w = 0 (5)

となり、上式と (1)～(3)式より、

w = αA(φhAe + h0)
αLα−1 (6)

を得る5)。(5)式からわかるように、(6)式の右辺は労働の限界生産力を表し
ている。企業は、所与の高等教育水準 eと高等教育を受けた個人の平均的能力
hA の下で、実質賃金と労働の限界生産力が等しくなるように、労働雇用量を
決定するのである。

第 2節 家計の行動
次に、家計の行動について見ていこう。ここでは、高等教育水準をシグナル

と見なし分離均衡が成立していることを前提に家計の行動について考察する。

(1) 代表的家計の行動
いま、家計の数を N とし各家計には子供が一人いると仮定しよう。また、w

を (6)式で表される高等教育を受ける場合の賃金とし、w0 を高等教育を受け
ない場合の賃金とする6)。また、g を政府による高等教育 1単位当たりの個人
補助7)、θi を第 i番目の家計の子供が高等教育を 1単位受けるコストとする。
例えば、θi には短期大学や大学等の高等教育を 1セメスター受けるための授
業料、教科書代、あるいは通学費用や下宿代等が含まれていると考える8)。こ

5) また、∂2Y/∂L2 = α(α−1)A(φhAe+h0)
αLα−2 < 0と求まるので、二階の条件 ∂2π/∂L2 < 0

は満たされている。
6) (6) 式より、w0 = αAhα

0 Lα−1 となる。
7) 具体的には、1 セメスター当たりの政府による支給奨学金等が考えられる。
8) 大学等の入学金を修了年限で割った金額や大学受験予備校の補習費用も θi に含まれると考えら

れる。
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の前提の下で、代表的家計は次の不等式が満たされる場合に、高等教育水準 e

を享受すると考えよう。

w − w0 ≥ (θi − g)e (7)

上式は、第 i番目の家計が個人補助を差し引いた高等教育コストと高等教育を

受ける収益を比べて、収益の方が大きい場合に高等教育を受けることを意味し

ている9)。ここで、

µ = (w − w0)/e + g (8)

と定義すると、µは政府の個人補助を含めた高等教育一単位の収益率を表して

いる。(8)式を考慮するなら、(7)式は

µ ≥ θi (9)

と変形でき、高等教育を一単位受けるコスト θi が個人補助を含めた収益率 µ

以下となる家計の子供は eの水準の高等教育を享受することを表している。言

い換えれば、所与の個人補助の下で、単位教育コスト θi が高等教育一単位当

たりの収益率 µに等しくなる限界的家計まで高等教育水準 eを受けることを

意味している10)。

(2) 高等教育コストと高等教育進学率
次に、高等教育コストと高等教育進学率について考察する。家計が高等教

育を受ける単位コストは、個々の家計の子供の能力によって異なると仮定しよ

う11)。さらに、単位当たりの高等教育コスト θi は、最小値を θN、最大値を

9) 家計にとっての高等教育のコストは個人補助を差し引いた単位コストに教育水準を掛け合わせた
額となり、他方、収益は高等教育を受ける場合の賃金と後期中等教育しか受けない賃金の差と表
される。

10) (8) 式からは、高等教育一単位当たりの収益率 µ は高等教育水準 e、実質賃金 w、政府の個人
補助 g に依存していると見なされるが、第 4 節で見るように、µ は g, w0, N, e の関数である
ことが明らかになる。

11) 優秀な子供は、受験勉強や大学での単位取得等の精神的なコストも極めて小さく、また、大学受
験のための補習学習も必要がないと考えられるが、これらの経済的、精神的なコストは個々の家
計の子供によって異なると想定する。
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θ1 として一様分布していると仮定すると12)、

0 ≤ θN < θN−1 <・・・< θi・・・< θ2 < θ1 (10)

と表せる13)。さらに、この高等教育コストの分布を図示したのが図 1である。

第 1 図　教育コストの分布

確率

(9)式からわかるように、高等教育コスト θi が µ以下であれば第 i家計は

高等教育 eを享受するので、高等教育進学率 φは図 1より、

φ = p(µ − θN )/p(θ1 − θN ) = (µ − θN )/(θ1 − θN ) (11)

と表される。ここで、単純化のために、

θ1 = 1 、θN = 0 (12)

と仮定すると、(11)式より

µ = φ (13)

を得る。また、(12)式の仮定の下では、

0 ≤ g ≤ 1 (14)

となる14)。

12) 第 N 番目の家計の子供が最も能力が高いと仮定している。
13) 外谷（1995）においても、同様の仮定が採用されている。
14) (8)(13) 式から g = φ − (w − w0)/e となり、0 ≤ φ ≤ 1、w − w0 ≥ 0 を考慮すると、

0 ≤ g ≤ 1 を得る。
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第 3節 高等教育進学率と高等教育を受ける個人の平均的能力
以下では、高等教育進学率 φと高等教育を受ける個人の平均的能力 hA の

関係について見ていこう。

(1) 高等教育によって獲得できる個人の能力
高等教育の単位コストについて見たように、各個人は能力の違いによって高

等教育を享受するコストが異なる。能力が高い（低い）個人は教育コストが低

く（高く）、当然ことながら、高等教育によって獲得できる能力も高く（低く）

なると考えられる15)。この前提に立ち、各個人が高等教育によって獲得でき

る能力については次のように仮定しよう。

0 < h1 < h2 <・・・< hi・・・< hN−1 < hN (15)

さらに、高等教育によって獲得できる能力 hi は θi と同様に一様分布している

と考えられ、第 j 家計の子供までが高等教育を受けるとすると図 2のように描

くことができる。

第 2 図　能力の分布

確率

図 2より、高等教育進学率 φは、

φ = p(hN − hj)/p(hN − h1) = (hN − hj)/(hN − h1) (16)

15) これはシグナリング機能が働く前提条件である。
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と表される。さらに単純化のために、hi に関して図 3のように、

hi = δ0 + δ1i 、0 < δ0 、0 < δ1 < 1 (17)

で表される線形の能力関数を仮定しよう16)。

第 3 図　能力関数

個人の数

(2) 高等教育進学率と高等教育を受ける個人の平均的能力
図 3のように、第 j 番目から第 N 番目の個人が高等教育を享受している場

合、高等教育を受けた個人の平均的能力 hA は

hA = (hN + hj)/2 (18)

と表される17)。また、(16)式から

hj = hN − φ(hN − h1) (19)

16) ただし、図 3 には、第 j 番目から第 N 番目の個人が高等教育を享受している場合が描かれて
いる。

17) 図 3 から、高等教育を受ける個人の平均的能力 hA は

hA =

Z N

j

(δ0 + δ1i)di/(N − j) = {δ0[i]
N

j
+ δ1[i

2
/2]

N

j
}/(N − j)

={δ0(N − j) + δ1(N
2 − j

2
)/2}/(N − j)

=δ0 + δ1(N + j)/2 = (hN + hj)/2

と求まる。
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と求まり、上式を (18)式に代入し (17)式を考慮すると、

hA = δ0 + δ1N{1 − φ(N − 1)/2N} (20)

を得る。ここで、

β = (N − 1)/2N (21)

とおき18)、単純化のために

δ1 = 1/N (22)

と仮定するなら、(20)式は

hA = δ0 + 1 − βφ (23)

と表される。ここで、0 < β < 1/2、かつ 0 ≤ φ ≤ 1であるので、

0 ≤ βφ < 1/2 (24)

となり、

hA > 0 (25)

を得る。

第 4節 実質賃金の決定と高等教育進学率の決定要因
次に、政府による個人補助、高等教育を受けない場合の賃金、人口、および

高等教育水準の変化が高等教育進学率に与える影響について見てみる。その前

に、議論の前提となる実質賃金の決定について考察する。

(1) 実質賃金の決定
(8)式からわかるように、所与の個人補助 g の下で、高等教育水準 e、実質

賃金 w が与えられれば高等教育一単位当たりの収益率 µが決まる。(9)式よ

り、この収益率 µより高等教育の単位コスト θi が小さい家計は eの水準の高

等教育を享受し、(13)式より高等教育進学率 φが決まる。さらに φが決まれ

ば、(23)式より高等教育を受ける個人の平均的能力 hA が決まる。φと hA が

18) ただし、β = (N − 1)/2N = 1/2 − 1/2N であるので、0 < β < 1/2 となる。
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決まれば、(6)式から所与の実質賃金に労働の限界生産力が等しくなるように

企業の労働需要量が決まる。

ここで、実質賃金の決定メカニズムについて考察しよう。いま、実質賃金が

図 4のように w∗ であるとしよう。この実質賃金 w∗ に労働の限界生産力が等

しくなるように、企業は労働需要量 L∗ を決定する。他方、経済全体の労働供

給量 N は一定であるので、実質賃金が w∗ の場合、労働市場は超過供給とな

り市場メカニズムによって実質賃金は w∗∗ まで下がることになる。このよう

にして、労働市場の需給均衡を通じて実質賃金が決定される。逆に言うと、労

働市場においては、賃金の調整を通じて労働需要 Lと労働供給 N の均衡が達

成されていることになる。つまり、

L = N (26)

が成立している。上式を考慮すると (6)式から、

w = αA(φhAe + h0)
αNα−1 (27)

となり、実質賃金 wは高等教育進学率 φと高等教育水準 eと人口 N の関数に

なることがわかる。

第 4 図　賃金の決定

労働需給量
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(2) 高等教育進学率の決定要因
次に、高等教育進学率 φの決定要因について考えてみよう。(8)(13)(23)(27)

式より

(φ − g)e + w0 = αA(φ(δ0 + 1 − βφ)e + h0)
αNα−1 (28)

を得、両辺を全微分すると

e{1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)}dφ

= edg − dw0 + (α − 1)αAHαNα−2dN

+ {α2A(HN)α−1φ(δ0 + 1 − βφ) − φ + g}de (29)

と求まる19)。これより、
dφ

dg
=

1

1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)
(30)

dφ

dw0
= − 1

e{1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)} (31)

dφ

dN
=

(α − 1)αAHαNα−2

e{1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)} (32)

dφ

de
=

α2A(HN)α−1φ(δ0 + 1 − βφ) − φ + g

e{1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)} (33)

を得る。

(3) 労働生産性と人的資本の関係
ここで、(30)～(33)式の分母の符号について考察しよう。(26)式を考慮す

ると生産関数 (1)式から労働生産性 Y/N は次式で表される。

Y/N = AHαNα−1 (34)

これより、一人当たりの人的資本量の変化に対する労働生産性の変化の大きさ

を求めると、

19) ただし、(3)(23) 式からわかるように、

H = φhAe + h0 = φ(δ0 + 1 − βφ)e + h0

である。
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∂(Y/N)/∂H = αA(HN)α−1 > 0 (35)

を得る。(35)式を考慮すると、(30)～(33)式の分母は次のように変形できる。

1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)

= 1 − α(δ0 + 1 − 2βφ)∂(Y/N)/∂H (36)

ここで、

∂(Y/N)/∂H < 1/α(δ0 + 1 − βφ) (37)

を仮定すると (24)(36)式より

1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ) > 0 (38)

が成立する20)。

以下では、この (37)式の意味を考えてみよう。いま、労働生産性 Y/N を

縦軸に一人当たりの人的資本量 H を横軸にとると図 5のように描くことがで

きる21)。

第 5 図　人的資本と労働生産性

より小

図 5からわかるように、H = h0 において、接戦の傾きが 1/α(δ0 + 1− βφ)

20) (24) 式より、0 < 1/(δ0 + 1 − βφ) < 1/(δ0 + 1 − 2βφ) となり、(37) 式と合わせて、
∂(Y/N)/∂H < 1/α(δ0 + 1 − βφ) < 1/α(δ0 + 1 − 2βφ) が成立する。さらに、(36) 式を
考慮すると (38) 式が得られる。

21) ∂2(Y/N)/∂H2 = (α − 1)αA(HN)α−2 < 0 と求まり、また、(2)(3) 式からわかるように
H の下限は h0 となるので図 5 のように描ける。
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より小さければ (37)式が成立する。これは、高等教育を受けない人的資本水

準 h0 において、人的資本が限界的に増えた場合の労働生産性の増加が、ある

一定値 1/α(δ0 + 1 − βφ)より小さいことを意味している。言い換えれば、人

的資本蓄積の生産性上昇に与える効果には限度があることを意味している。

第 5節 高等教育進学率、人的資本蓄積、労働生産性への影響
本節では、これまでの分析結果を踏まえて、政府による個人補助 g、高等教

育を受けない場合の賃金 w0、人口 N、高等教育水準 eの変化による高等教育

進学率、人的資本蓄積、労働生産性への影響について見てみよう。

(1) 高等教育進学率への影響
(37)式を前提にすると、高等教育進学率への影響については

dφ/dg > 0 (39)

dφ/dw0 < 0 (40)

dφ/dN < 0 (41)

となる。まず、(39)式は、個人補助の増加が高等教育進学率を上昇させること

を意味している。個人補助が増えると、(8)式より家計の個人補助を含めた高

等教育一単位の収益率 µが増加し、より高い教育コスト θi を持つ家計も大学

進学が可能となり高等教育進学率が上昇する。次に、(40)式は、高等教育を受

けない場合の賃金 w0 が上昇した場合は、(8)式より高等教育の収益率 µが低

下し高等教育進学率が低下することを意味している。また、(41)式からは、人

口が減少すると高等教育進学率が上昇することがわかる。これは、人口減少と

ともに労働の限界生産力が上昇し同時に実質賃金も高くなり、これによって、

高等教育の収益率 µが上昇し高等教育進学率が上昇すると考えられる。

さらに、高等教育水準 eの上昇が高等教育進学率にどのような影響を及ぼす

かを見ておこう。(38)式より、(33)式の分母の符号はプラスとなり、分子は

次のように分解できる。
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α2A(HN)α−1φ(δ0 + 1 − βφ) − φ + g

= {α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − βφ) − 1}φ + g (42)

ここで、(35)(37)式を考慮すると、(42)式の右辺第 1項は

{α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − βφ) − 1}φ < 0 (43)

となる。これより、(33)(38)(43)式を考慮すると、政府の個人補助がない場

合22)、高等教育水準が上がるに従って高等教育進学率は低下することがわか

る。つまり、4年制大学よりも大学院修士課程、修士課程よりも博士課程と高

等教育の水準が上がるにつれて進学率が低下することを意味している。これは

次のように考えることができる。(8)式からわかるように、高等教育水準が上

がるにしたがって高等教育の収益率 µが低下し、相対的により低い単位コス

ト θi の個人しか高い高等教育を受けることができなくなり高等教育進学率が

低下すると考えられる。

最後に、個人補助の高等教育進学率への影響が高等教育水準の上昇に伴って

どのように変化するかを見ておこう。(30)式を高等教育水準 eで微分すると

d(dφ/dg)

de

=
(α − 1)α2AHα−2Nα−1(δ0 + 1 − 2βφ)φ(δ0 + 1 − βφ)

{1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)}2
< 0 (44)

を得る。(30)(44)式より、個人補助は高等教育進学率へプラスの影響を持つが

高等教育水準が上がるにつれて、その効果は小さくなることがわかる。

(2) 人的資本蓄積への影響
次に、人的資本蓄積への影響について見てみる。一人当たりの人的資本蓄積

H は (2)(3)(23)式を考慮すると

H = φhAe + h0 = φ(δ0 + 1 − βφ)e + h0 (45)

となる。これより、

22) g = 0 の場合である。
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dH

dg
= (δ0 + 1 − 2βφ)e

dφ

dg
> 0 23) (46)

dH

dw0
= (δ0 + 1 − 2βφ)e

dφ

dw0
< 0 (47)

dH

dN
= (δ0 + 1 − 2βφ)e

dφ

dN
< 0 (48)

dH

de
= (δ0 + 1 − 2βφ)e

dφ

de
+ φ(δ0 + 1 − βφ)

=
(δ0 + 1 − 2βφ)eg + βφ2e

e{1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)} > 0 (49)

を得る24)。ここで、(45)～(49)式の右辺第 1項の (δ0 + 1− 2βφ)eは、高等教

育進学率が一人当たりの人的資本蓄積に与える影響
dH

dφ
= (δ0 + 1 − 2βφ)e > 0 (50)

を表しているが、この符号がプラスである意味を考えてみる。(2)式からわか

るように、高等教育進学率が上昇すると多くの子供が高等教育を受けるため一

人当たりの平均人的資本蓄積が上昇する。他方、高等教育進学率が高まると、

(23)式が示しているように、より能力の低い子供が大学に進学するため一人

当たりの平均能力 hA が低下する。(50)式の符号がプラスであることは、一人

当たりの平均能力 hA の低下の効果よりも高等教育を受ける子供の比率が多く

なる効果の方が上回っていることを意味している25)。

このことを前提にすると、(46)～(49)式は次のように解釈できる。まず、個

人補助の増加は (39)式からわかるように高等教育進学率を上昇させ、この高

等教育進学率の上昇が人的資本蓄積を高めることになる。次に、高等教育を受

けない場合の賃金の上昇は (40)式からわかるように高等教育進学率を低下さ

せ人的資本蓄積を減少させる。同様に、人口減少による高等教育進学率の上昇

が人的資本蓄積を高めることがわかる。最後に、高等教育水準の上昇が人的資

23) (24) 式より 2βφ < 1 であるので、δ0 + 1 − 2βφ > 0 となり、(39) 式を考慮すると (46) を
得る。

24) (33) 式を考慮すると (49) 式が求まる。
25) この結果は、個人の能力 hi が一様分布している仮定に依存している可能性もある。正規分布等

の仮定の下での吟味は今後の課題としたい。
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本蓄積に与える影響については次のように解釈できよう。高等教育水準が上が

るにつれて、(33)(43)式からわかるように政府の個人補助が小さく高等教育進

学率を低下させ人的資本蓄積を低める効果を持つとしても26)、高等教育水準

の上昇は直接的に人的資本蓄積を高める効果を持ち27)、この効果の方が大き

いと解釈できる28)。

(3) 労働生産性への影響
最後に、労働生産性への影響を見てみよう。労働生産性は (34)式のように

Y/N = AHαNα−1 (34)

と表される。これより労働生産性への効果は (39)～(41)式を考慮すると、次

のように求まる。
d(Y/N)

dg
= A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)e

dφ

dg
> 0 (51)

d(Y/N)

dw0
= A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)e

dφ

dw0
< 0 (52)

d(Y/N)

dN
= A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)e

dφ

dN

+ (α − 1)AHαNα−2 < 0 (53)

d(Y/N)

de
= A(HN)α−1{(δ0 + 1 − 2βφ)e

dφ

de
+ φ(δ0 + 1 − βφ)}

=
A(HN)α−1{(δ0 + 1 − 2βφ)eg + βφ2e}
e{1 − α2A(HN)α−1(δ0 + 1 − 2βφ)} > 0 (54)

これらの結果の経済学的メカニズムは以下のように考えられる。まず、個人補

助の増加は高等教育進学率を高め29)、これによって人的資本蓄積が促進され

労働生産性が上昇する。また、高等教育を受けない場合の賃金の上昇は高等教

育進学率を低下させ30)、人的資本蓄積が停滞し労働生産性が低下する。同様

26) (49) 式の中間辺の第 1 項 (δ0 + 1 − 2βφ)edφ/de < 0 の場合を意味している。
27) (49) 式の中間辺の第 2 項の φ(δ0 + 1 − βφ) を示している。
28) 政府の個人補助 g が大きく dφ/de > 0 の場合、(49) 式中間辺の第 1 項もプラスとなる。
29) (39) 式を参照のこと。
30) (40) 式を参照のこと。
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に、人口の減少は高等教育進学率を高め31)、人的資本蓄積が促進され労働生

産性を高める。さらに、高等教育水準の上昇、言い換えれば、大学院への進学

は、(49)式からわかるように人的資本蓄積を高め、これによって労働生産性が

上昇することがわかる32)。以上の分析結果から、高等教育に関する政府補助

の増加は高等教育進学率を高め労働生産性を上昇させると同時に、大学院への

進学など高等教育水準の上昇も人的資本蓄積を高めて労働生産性を上昇させる

効果があることわかる33)。

おわりに
本稿では、人的資本モデルを基に、個人の能力に違いがあることを考慮した

理論モデルを用いて高等教育の経済効果について分析を行ってきた。個人の能

力格差をモデルに導入することにより、高等教育への進学率を内生変数として

扱うことが可能となった。これにより、現在の重要課題である少子化の影響、

奨学金等の高等教育への個人補助の導入、さらには、大学院進学等の高等教育

水準の向上などが、高等教育進学率、人的資本蓄積、および労働生産性等に及

ぼす影響を分析することができた。

これらに関する分析結果をまとめると以下のようになる。まず、個人補助の

増加と 18歳人口の減少は高等教育進学率を高め、大学院進学など高等教育水

準が上がるにつれて、その進学率は下がることが明かになった。特に、18歳

人口の減少が高等教育進学率を上昇させるという分析結果は、今後の高等教育

政策を考える上で重要な知見となろう。この高等教育進学率への効果を反映し

て、個人補助の増加、18歳人口の減少、高等教育水準の上昇は一人当たりの人

的資本蓄積を高めることが明らかになった。同様に、労働生産性に対しても、

個人補助の増加、18歳人口の減少、高等教育水準の上昇はプラスの効果を与

えることが理論的に示された。わが国の労働生産性の低迷については様々な観

31) (41) 式を参照のこと。
32) (54) 式は (49) 式を考慮すると、d(Y/N)/de = A(HN)α−1dH/de と表される。
33) この結果から、森川（2011）の大学院教育が生産性に及ぼす実証分析、および、村田（2016）

において指摘された高等教育への政府支出と生産性の相関関係を理論的に説明することが可能と
なる。
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点から議論がなされているが、政府による個人補助の増加や大学院進学率の上

昇が労働生産性を高めることが示されたことは、今後の教育政策を考える上で

重要であろう。
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